
※各項目で四捨五入しているため、
　合計が合わない場合があります。

平成29年度

195

1

21億5,293

1億7,151

15億1,558

13億2,612

51億6,810

平成30年度

195

1

18億1,823

1億8,273

14億7,227

13億2,924

48億0,443

増減額

0

0

▲33,470

1,122

▲4,331

312

▲36,367

増減率

0.0

0.0

▲15.5

6.5

▲2.9

0.2

▲7.0

賛
成
討
論

辰
己　

   

保  

議
員

竹
中　
秀
夫  

議
員

反
対
討
論

　

間
違
っ
た
国
の
政
治
に
よ
り
町
民
の
行

き
場
が
な
く
な
っ
て
き
て
い
る
。

　

介
護
保
険
第
１
号
被
保
険
者
負
担
率
の

引
き
上
げ
の
影
響
で
、
第
７
期
介
護
保
険

料
は
引
き
上
げ
ら
れ
る
。
ま
た
、
平
成
30

年
度
か
ら
の
市
町
村
国
保
の
県
統
一
化
に

よ
る
一
般
会
計
繰
入
金
の
削
減
、
保
険
料

の
引
き
上
げ
に
よ
り
、命
を
守
る
国
保
が
、

国
民
生
活
を
圧
迫
す
る
こ
と
に
な
る
。
社

会
保
障
制
度
の
改
悪
、
公
共
施
設
利
用
料

　

平
成
30
年
度
一
般
会
計
予
算
は
、
国
庫

補
助
金
の
活
用
や
有
効
な
交
付
税
措
置
の

あ
る
起
債
を
充
当
し
な
が
ら
、
財
源
確
保

の
努
力
が
み
ら
れ
た
。

　

ま
た
、
事
業
の
必
要
性
と
そ
の
効
果
、

行
政
課
題
へ
の
対
応
を
考
慮
し
た
未
来
に

つ
な
が
る
前
向
き
な
予
算
編
成
で
あ
る
。

　

平
成
30
年
夏
に
は
、
愛
知
川
宿
街
道
交

流
館
が
オ
ー
プ
ン
さ
れ
る
。
さ
ら
に
、
き

め
細
や
か
な
ソ
フ
ト
事
業
の
計
上
も
あ

の
負
担
増
な
ど
に
よ
り
、
町
民
格
差
は
拡

大
し
、
今
後
の
ま
ち
づ
く
り
に
大
き
く
影

響
す
る
こ
と
は
必
至
で
あ
る
。

　

以
上
の
こ
と
を
ふ
ま
え
、
反
対
を
訴
え

る
。

　

た
だ
し
、
個
性
あ
る
ま
ち
づ
く
り
に
対

す
る
事
業
、
中
学
校
卒
業
ま
で
の
医
療
費

無
料
化
、
教
育
施
設
の
整
備
、
子
育
て
支

援
施
策
な
ど
に
は
賛
同
す
る
こ
と
を
申
し

添
え
る
。

り
、
今
後
の
人
口
減
少
問
題
を
見
据
え
た

施
策
の
推
進
、
地
方
創
生
推
進
交
付
金
を

活
用
し
た
事
業
の
展
開
、
ふ
る
さ
と
納
税

事
業
の
拡
大
な
ど
、
愛
荘
町
の
特
色
を
活

か
せ
る
予
算
の
確
認
も
で
き
た
。

　

今
後
も
住
民
目
線
に
立
っ
た
ま
ち
づ
く

り
、
将
来
の
子
ど
も
た
ち
の
た
め
の
ま
ち

づ
く
り
遂
行
の
必
要
性
を
訴
え
、
賛
成
を

表
明
す
る
。

愛荘町議会だより 愛荘町議会だより
2018.5 2018.5
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平
成
30
年
度
一
般
会
計
予
算

平
成
30
年
度
一
般
会
計
予
算

自
主
財
源

44.3
％

依
存
財
源

55.7
％

自
主
財
源

44.3
％

依
存
財
源

55.7
％

一般会計

歳入

歳出

99億3,200万円

9億1,389万円

2億6,928万円

3億1,924万円

繰越金・繰入金 9.2％

諸収入 2.7％

分担金・負担金・使用料・手数料
財産収入・寄付金 3.2％

28億9,993万円
町税 29.2％

21億9,000万円

55億2,966万円
44億0,234万円

地方交付税 22.1％

5億3,420万円

12億1,170万円

15億9,376万円

その他 （各種交付金・地方譲与税等）5.4％

町債（借入金） 12.2％

国・県支出金 16.1％

17億1,866万円

35億6,540万円

12億4,095万円

11億9,041万円

178万円

2億8,247万円

5億9,734万円

4億5,571万円

9,892万円

1億7,182万円

1億8,028万円

860万円

8億2,326万円

教育費 17.3％

民生費 31.9％

総務費 12.5％

土木費 12.0％

予備費

諸支出金 2.8％

衛生費 6.0％

消防費 4.6％

議会費 1.0％

商工費 1.8％

農林水産業費 1.8％

労働費

公債費8.3％
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（単位：万円）

（単位：万円、％）平成 30 年度特別会計

当初予算規模の年度別推移

一
般
会
計
予
算
の
討
論
（
３
月
23
日
）

特別会計

住宅新築資金等貸付事業

土地取得造成事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

下水道事業

合計

一般会計

特別会計

合　　計

平成25年度

87億600

44億9,020

131億9,620

平成26年度

91億2,900

47億3,247

138億6,147

平成27年度

92億6,400

50億248

142億6,648

平成28年度

99億9,800

50億6,630

150億6,430

平成29年度

105億9,600

51億6,810

157億6,410

平成30年度

99億3,200

48億0,443

147億3,643

　３月定例会が３月８日から 23日まで 16日間の会期で開催された。
　第１日目（３/８）と最終日（３/23）は議案審議が行われ、町長から
提案された平成 30年度一般会計予算・各特別会計予算を含む議案 27件、
副町長の選任などの同意案件８件と、議会提出の４案件の審査を行った。
　第２日目（３/19）には一般質問を行い、10議員が町政を質した。

3月定例会


